
平成２６年度一般会計決算（見込み）のポイント

１ 決算規模
○ 歳入 ７，９４２億６０百万円（前年度比▲５．７％）
○ 歳出 ７，７４６億１１百万円（前年度比▲４．８％）

平成２６年度予算の着実な執行に努める中，例年に比べ，国の経
済対策の規模が小さかったことなどにより，歳入・歳出ともに前年
度を下回った。 （図１，２）

２ 決算収支
○ 実質収支 ４０億３５百万円（ ３７億４９百万円）
○ 実質単年度収支 ３億１２百万円（ １９億 ７百万円）

行財政運営戦略に基づく歳入確保や徹底した事務の効率化等によ
り実質収支は黒字となっており，基金取崩額等を考慮した実質単年
度収支も黒字となっている。

３ 決算の特徴
【 歳 出 】
○ 人件費

国の要請等に対応した職員の給与削減措置の終了による職員給の増や，
平成２６年度人事委員会勧告に対応した期末・勤勉手当等の増などにより，
増加（前年度比＋３．０％） （図３）

○ 普通建設事業費
例年に比べ，国の経済対策の規模が小さかったことなどにより，減少

（前年度比▲１３．３％） （図４）

○ 扶助費
介護保険制度や後期高齢者医療保険制度に要する経費の増などにより，

増加（前年度比＋２．１％） （図６）

○ 公債費
借入利率の低下による利子の減等により，減少（前年度比▲０．３％）

（図７）

○ 積立金
国の経済対策による地域の元気臨時交付金を財源とした地域経済活性化・

雇用創出臨時基金への積立金の減等により，減少
（前年度比▲７０．２％）



○ 義務的経費
人件費や扶助費の増により，義務的経費（人件費，扶助費，公債費）が

増加（前年度比＋１．８％） （図８）

【 歳 入 】
○ 県税

地方消費税率の引上げによる地方消費税収の増や，企業業績の改善等によ
る法人二税の増などにより，増加（前年度比＋１．７％） （図９）

○ 実質的な地方交付税（地方交付税＋臨時財政対策債）
地方税等の増に伴う基準財政収入額の増などにより，減少

（前年度比▲２．３％） （図１０）

○ 国庫支出金
国の経済対策による地域の元気臨時交付金や社会資本整備総合交付金の減

などにより，減少
（前年度比▲２０．２％）

○ 県債
国の経済対策による地域の元気臨時交付金により造成した基金を活用する

ことにより，県債発行額の抑制に努める中で，普通建設事業費の減や地方交
付税の振替である臨時財政対策債の減などにより，減少
（前年度比▲１７．８％） （図１１）

４ 県債残高・基金残高
○ 県債残高

行財政改革の取組等により，本県独自に発行する県債の残高は前年度比
▲４９８億３４百万円，▲４．０％の減（１兆２，０４２億３１百万円）

なお，臨時財政対策債の発行額が減少したことにより，総額も減
（１兆６，６８６億９２百万円） （図１２）

○ 財政調整に活用可能な基金残高
行財政改革の取組等により６年続けて増加し，２７９億２４百万円

（前年度比＋０．１％） （図１３）



図１　一般会計決算規模（歳入規模）

（単位：億円）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

合　　 9,017 8,488 8,469 8,128 7,795 8,597 8,326 8,081 8,060 8,426 7,943

図２　一般会計決算規模（歳出規模）
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図３　人件費

（単位：億円）
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図４　普通建設事業費
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図５　災害復旧事業費（性質別）

（単位：億円）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

72 140 178 94 28 7 40 71 58 52 21

図６　扶助費
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図７  公債費

（単位：億円）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

利子 309 285 272 273 269 260 256 252 235 224 207

元金 1,214 1,129 1,115 1,142 1,119 1,118 1,149 1,151 1,142 1,150 1,163

合計 1,523 1,414 1,387 1,415 1,388 1,378 1,405 1,403 1,377 1,374 1,370

図８　性質別歳出決算額
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図９　県税

（単位：億円)

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

1,244 1,290 1,342 1,510 1,431 1,258 1,228 1,188 1,224 1,254 1,275

図10　実質的な地方交付税(地方交付税＋臨時財政対策債)
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図11　県債発行額

※ 借換債を除く。
（単位：億円)

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
0 0 0 55 49 36 4 5 9 2 0
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1,101 881 887 944 776 764 716 594 756 653 510
1,413 1,122 1,102 1,193 1,062 1,278 1,372 1,147 1,318 1,257 1,033

図12 県債残高
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図13　財政調整に活用可能な基金残高

（参考）引上げ分の地方消費税収と社会保障施策に要する経費（平成26年度決算見込み）
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1 引上げ分の地方消費税収（社会保障財源化分の市町村交付金を除く）　 百万円

2 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費（一般財源） 百万円

　（単位：百万円）

※その他には，生活保護費等，貧困・格差対策に係る施策や，就労促進に係る施策等を含む

（平成２７年９月１日 総務省調査を踏まえ修正）
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策（社会福祉，社会保険及び保健衛生に関する施策）に要する経費に充てることとされて
います。
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